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1. 背景と目的 

 近年，日本では令和元年東日本台風をはじめ，毎年の

ように豪雨災害が発生しており，今後も水害の激甚化・

頻発化が予想される．また，人口減少の進行に伴い，地

方部において税収が減少し，インフラ施設の維持管理が

困難になる．以上を踏まえると，河川管理において，低

コストで激甚災害に対応する必要性がある．そこで，人

口が 0 人または減少が見込まれる中小河川流域において，

河川管理を放棄することが解決策になると考える．これ

により，管理費用の抑制に加え，豪雨災害時に上流部で

氾濫等による流量減少が起こり，下流部の被害が減少す

ると考えられる．河川管理放棄を検討するにはまず，人

口減少の進行に伴う水文過程の変化を予測しなければ

ならない．人口が減少した場合，田畑や居住地が放棄さ

れ，土地利用変化が見込まれる．したがって，本研究の

目的は，中小河川流域において流出解析を行い，土地利

用変化による影響予測を行うこととする． 

2. 対象流域 

 対象流域は山形県上山市から山形市を流れる須川の

上流域，福島県三島町を流れる只見川に南側から流入す

る大谷川流域，北側から流入する塙子沢流域である(図-

1)．須川・大谷川は将来的に人口減少が予想される流域

であり，塙子沢は人口が 0 人にもかかわらず流量が観測

されている希少な流域である．流域面積は，須川が約

72.6km2，大谷川が約48.6km2，塙子沢が約3.1km2である． 

 対象期間は，塙子沢における流量データが存在する

2019 年 7 月 1 日から 2020 年 6 月 30 日までとした． 

3. データセット 

 解析に使用した標高データは基盤地図情報から，河

川・土地利用データは国土数値情報から，降水量・気温・

風速・積雪深データは地域気象観測(AMeDAS)データ及 

 

び奥会津気象観測システムから取得した．また，流出量・ 

水位観測データは村山総合支庁河川砂防課及び奥会津

気象観測システムから取得した．解像度は100m × 100m

として流域を分割し，解析を行った． 

4. 使用モデル 

本研究における水文モデルは積雪・融雪モデルと流出 

モデルで構成される． 

4.1 積雪・融雪モデル 

 本研究において，積雪モデルは風間 1)の SWE モデル

および全層積雪密度推定モデルを用いた．また，降水形

態は気温 2℃以下を降雪，2℃より高い場合を降雨とした．  

 融雪量は表面融解を degree hour 法，底面融解は

2.0mm/day として計算を行った.  

𝑆𝑀 = 𝐾 𝑇⁄ + 2.0 24⁄  (1) 

ここで， 𝑆𝑀 は融雪量 (mm/h),  𝐾 は融雪係数

(=0.20mm/℃/h),𝑇は一時間の平均気温(℃)である.  

4.2 流出モデル 

 本研究において，流出モデルは Kazama et al.2)にならい

直接流出と河川流出において連続の式と Manning の式，

基底流出において貯留関数法を用いて推定した．  

図–1 対象流域地図 
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𝑅𝑖𝑛 = 𝑘𝑎 × ℎ ( 4 )   

ここで，𝐴は断面積(m2)，𝐵はメッシュ幅(m)，𝑄は流量

(m3/s)，𝑅は降雨量(m/s)，𝑅𝑖𝑛は浸透量(m/s)，𝑡は時間(s)，

𝑥は流下方向の距離(m)， 𝑘𝑎はモデル定数(/s)である．  
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𝑠 = 𝑘𝑞𝑏
𝑝 ( 6 )   

ここで，𝑠は見かけの貯留高(m)，𝑞𝑏は基底流の流出高(m)，

𝑘, 𝑝はモデル定数である． 

5. 結果と考察 

 はじめに，塙子沢流量観測点における流量の観測値と

プログラムによる推定値を比較し，モデル定数の修正を

行った．ここで，観測値と推定値の誤差指標として Nash-

sutcliffe 効率係数(NS 係数)を用いた．その結果，𝑘𝑎 =

8.0 × 10−5, 𝑘 = 100.0, 𝑝 = 0.3のときに NS=0.84 となり，

再現性の高い推定値が得られた(図-2)．また，同様に須川

流域においてもモデル定数の修正を行った．その結果，

𝑘𝑎 = 1.6 × 10−4, 𝑘 = 40.0, 𝑝 = 0.5のときにNS=0.59とな

り，これが最も高い値であった．NS 係数は 0.70 以上で

再現性が高いと考えられるため，須川流域の再現性は

高いとは言えない．これは，本研究で使用した須川流域

の気象データが，流域外の AMeDAS データであること

が原因と考える． 

次に，先述のモデル定数を用いて土地利用変化の検討

を行った．本研究では，土地利用がすべて森林に変化し，

河道の粗度が高くなる場合(森林化)について解析を行っ

た．このときの流量の時系列変化を図-3,4に示す．現土

地利用の推定値と比較すると，10 月のピーク流量が森林

化の際に塙子沢で 9.6%増加，須川で 1.7%減少した．須

川流域では，河道や荒地等の粗度が高くなったことによ

り流量が減少した．一方，塙子沢流域は現土地利用の

96%が森林，3%が水田で構成されており，森林化により

水田で抑制されていた流量が流出したことにより増加

した．このことから，流域内の水田の割合が流量の増減

に関係すると考える．したがって，今後は人口減少に伴

う水田の変化について調べるとともに，その場合の水文 

 

図-2 塙子沢の観測値と推定値のハイドログラフ 

 

図-3 塙子沢の現土地利用と森林化のハイドログラフ 

 

図-4 須川の現土地利用と森林化のハイドログラフ 

 

過程の変化について解析する．また，その他植生等の変

化が予想されるケースについても流出解析を行う． 
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